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広報ぬまた 令和元年６月１日

市役所 ☎23−2111　24−5179　白沢支所 ☎53−2111 53−2188　利根支所 ☎56−2111 56−367415

介護保険施設を利用する場合、申請して｢介護保険

負担限度額認定証｣の交付を受けると利用者負担限度

額が軽減されます。現在、認定証が交付されている

人も７月31日(水)で有効期限が切れます。継続利用

には再申請が必要です。

対象サービス 特別養護老人ホーム、介護老人保健

施設、介護療養型医療施設、地域密着型介護老人

福祉施設、ショートステイ

申請方法 申請書を高齢福祉課介護保険係、または

白沢・利根支所生活係へ

その他 次のいずれかに該当する場合は対象外

①預貯金などが単身1,000万円、夫婦2,000万円超

②世帯分離している(住民票上世帯が異なる)配偶者

に市民税が課税されている

オープン

24時間体制
×

相談無料

介護、福祉に関することはお気軽に

在宅介護支援センターへ相談を

在宅介護支援センターの専門相談員が高齢者を在宅で介護する人やひとり暮らし高齢者の相談を受け、福祉や介護

保険サービスなどを受けられるように関係機関と調整します。相談員は各中学校区ごとに受け持ちます。

問い合わせ　高齢福祉課高齢福祉係☎内線３１４１

在宅介護支援センターききょう
ところ 横塚町９５７-２
電話 ８８１６
担当区 沼田中･池田中学校区
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在宅介護支援センター花の苑
ところ 戸鹿野町３７５-１
電話 ８８１１
担当区 沼田西中・薄根中学校区
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白沢在宅介護支援センター
ところ 白沢町平出１３５-１
電話 ４６０６
担当区 白沢中学校区
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利根在宅介護支援センター
ところ 利根町大楊１０８５-３
電話 ４６０６
担当区 利根中・多那中学校区
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在宅介護支援センターゆうゆう・うちだ
ところ 久屋原町３４５-１
電話 ８４００
担当区 沼田南中･沼田東中学校区
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介護保険の利用者負担軽減などのお知らせ
高齢福祉課介護保険係☎内線３１４６、３１４８

◎居住費や食事の利用者負担軽減

県が指定する施設などでサービスを受ける場合、生

活が困難な人に対して利用者負担額が軽減されます。

対象サービス 短期入所生活介護、認知症対応型通所

介護、小規模多機能型居宅介護(以上、介護予防を

含む)、訪問介護、通所介護、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型

通所介護、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活

介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護福祉施設

サービス、訪問型サービス、通所型サービス

申請方法 申請書と収入や資産、扶養状況に関する申

告書を高齢福祉課介護保険係へ

◎社会福祉法人施設の利用者負担軽減

対象要件 ユニット型
個室

ユニット型
準個室

従来型
個室

多床室

食費の
負担限度額

820円 490円
490円

（320円）
０円 300円

居住費の負担限度額

生活保護受給者、
または老齢福祉年
金受給者で世帯全
員が市民税非課税
の人

※(　)内の金額は介護老人福祉施設、短期入所生活介護の従来型個室を利用した場合

※★は非課税年金(障害年金・遺族年金)の収入額を含む

対象要件と基準費用額(日額)

対象になる人の基準

老齢福祉年金受給者で、全世帯が市民税非課税、または免除さ
れている人(生活保護受給者は除く)

50／100

25／100

100／100

世帯全員が市民税非課税、または免除されていて、次の①〜
⑤の全てに該当する人(生活保護受給者は除く)
①年間収入が単身世帯で150万円以下で、世帯員が１人増える

ごとに50万円を加算した額以下である
②預金額や有価証券などの額が単身世帯で350万円以下で、世

帯員が１人増えるごとに100万円を加算した額以下である
③日常生活のために必要な資産以外に利用できる資産などを持

ってない
④負担能力のある親族などに扶養されていない
⑤介護保険料を滞納していない

生活保護受給者の個室の居住費(滞在費)のみ

減額割合

収入が少なく、特に生活が困難な人が介護

保険の居住サービスを利用する場合、利用者

負担の助成を行っています。

助成期間 申請した月から来年６月末日まで

助成金額 対象サービスの自己負担額の２分

の１

申請方法 申請書と世帯の収入に関する届出

書を高齢福祉課介護保険係へ

◎居宅サービス利用者負担の助成 対象要件

訪問入浴介護／訪問看護／訪問リハビリス

テーション／通所リハビリステーション／短

期入所生活介護／短期入所療養介護／福祉用

具貸与／認知症対応型通所介護／小規模多機

能型居宅介護

※上記は介護予防も含む

訪問介護／通所介護／定期巡回・随時対応型

訪問介護看護／夜間対応型訪問介護／地域密

着型通所介護／看護小規模多機能型居宅介

護／訪問型サービス／通所型サービス

市内に住所があり、①〜⑤の全てに該当する人

①介護保険の要介護(要支援)認定者、または総

合事業対象者

②生計を同じくする世帯全員が市民非課税

③世帯の前年度分の収入が生活保護基準を下回

るか、同程度と認められる世帯

④被保険者本人に課せられている保険料などを

滞納していない

⑤資産を活用しても生活が困窮の状態にある

対象サービス

1,310円1,310円
★世帯全員が市民
税非課税で、上記
以外の人

370円 650円
1,310円

（820円）

★世帯全員が市民
税非課税で、合計
所得金額と課税年
金収入額の合計が
80万円以下の人

820円 490円
490円

（420円）
370円 390円
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